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自転車通行空間の整備が進む一方，整備後も歩道等を通行する傾向が一定程度見られることから，その

要因の把握と，自転車通行空間を整備する際の留意事項等を提示することを目的として，道路構造や交通

状況が異なる複数の箇所において現地での実観測を行い，自転車通行空間を順走する自転車の割合（利用

率）と，横断面構成要素別の幅員や断面交通量との関係について，相関分析を行った． 
その結果，自転車通行空間の整備形態に関わらず地点ごとに利用率のばらつきが大きいことが確認され

た．また，自転車専用通行帯の幅員が広いほど，その利用率が高いことや，同じ交通量の場合には車道混

在よりも自転車専用通行帯が整備されている方が利用率が高い傾向が示され，自転車通行位置の選択に影

響する要因が明らかとなった． 
 

     Key Words: road space for cycling, sidewalk bike riding, correlation analysis, video investigation 
 
 

1.  はじめに 
 
(1) 背景と目的 
歩行者の交通安全の観点から，特に自転車が多く通行

する道路においては，自転車ができるだけ車道もしくは

自転車道を通行することが望ましく，国の自転車に関す

る施策を示す自転車活用推進計画 1)（以下，「推進計

画」）においても，「歩行者，自転車及び自動車が適切

に分離された安全で快適な自転車通行空間の計画的な整

備を推進する」こととしている． 
自転車通行空間の構造については，道路構造令 2)及び

安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン 3)（以下，

「ガイドライン」）で示されている．道路構造令におい

ては，自動車及び自転車の交通量が多い道路には自転車

道や自転車通行帯を設けること，また，自転車の交通量

が多い道路や自動車及び歩行者の交通量が多い道路にも

必要がある場合には自転車道や自転車通行帯を設けるこ

とと規定している．また，ガイドラインにおいては，自

動車の速度が高い場合及び交通量が多い場合に自転車道

や自転車専用通行帯を設けるべきことを示し，それ以外

の場合には車道混在として必要に応じて自転車の通行位

置を示し，自動車に対して自転車が車道内で混在するこ

とを注意喚起するための矢羽根型路面表示（以下，「矢

羽根」）や自転車のピクトグラムを設置することを示し

ている． 
一方，自転車通行空間の整備を行った自治体などによ

る調査では，自転車通行空間を整備したことで，自転車

歩行者道あるいは歩道（以下，「歩道等」）を通行して

いた自転車が減少し，自転車通行空間を通行する自転車

が増加したものの，全ての自転車が自転車通行空間へ移

行するには至らず歩道等を通行する自転車が存在するこ

とが確認されている 4) 5)． 
以上を踏まえ，本研究では，自転車通行空間の適切な

利用を誘導することにより，自転車や歩行者の安全な交

通を確保することを目的として，自転車通行空間整備箇

所における自転車通行位置の実態を横断面構成要素別に
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把握し，通行位置の選択に影響する要因を道路構造や交

通状況の面から分析した． 
 

(2) 既往研究と本研究の位置づけ 
自転車の通行位置は車道通行が原則ではあるものの，

幅員などの道路構造や歩行者の交通量などの交通状況に

より選択されていると考えられ，その選択要因について

は複数の研究が行われている． 
出口 6)らは，車道混在として矢羽根が整備された箇所

を中心にビデオカメラによる調査を行い，歩道幅員や矢

羽根の有無が車道走行の割合に影響を与えていることを

示している．横関 7)らは，横断面構成が異なる路線にお

いてビデオカメラによる調査を行い，自転車通行空間の

有無や路上駐車の有無などが通行位置の選択に影響を与

えているとして，自転車利用者にとっての危険感や走り

やすさが影響していることを示唆している．岡田 8)らは，

仮想空間の画像を提示して通行位置を選択するアンケー

ト調査を行い，その結果と実際の自転車通行空間が整備

された箇所での調査結果との整合性を確認し，通行位置

を選択する要因を整理している．西原 9)らは，路肩部の

排水施設の構造などが自転車走行時の意識と行動にどの

ような影響を及ぼすのかを分析し，構造的な面からアプ

ローチしている． 
これらの既往研究から，自転車通行空間が整備されて

いても，その空間の利用率は区間によって異なること，

また，その要因としては歩道幅員や車道端部の構造，路

上駐車の有無などであることが示唆されている． 
一方，実際に自転車通行空間が整備された箇所におい

て，条件が異なる箇所で調査を行い，自転車通行位置の

実態とその要因に関する分析を行ったものはみられない．

本来はそのような分析を行うべきところではあるが，自

転車通行空間の整備が進んでいなかったことが影響して

いるものと考えられる．しかし，推進計画やガイドライ

ンの策定などにより自転車通行空間の整備が進み，複数

の整備箇所で調査を行い，自転車通行位置の実態とその

要因を分析することが可能となりつつある． 
そこで本研究では，自転車通行空間が整備された実際

の道路で，道路構造や交通状況が異なる箇所において通

行状況調査を行い，自転車通行空間の利用率に影響する

要因の分析を行った． 
 
 

2. 自転車通行空間の現地調査 
 

(1) 対象とする道路 

本研究の目的から，自転車通行空間及び歩道等が整備

された箇所を対象とするとともに，道路構造や交通状況

の違いによる自転車通行位置の選択に与える影響を分析

可能となるように，道路構造や交通状況が多様となるよ

う調査箇所を選定した． 
まず，自転車通行空間の整備形態としては 1.で述べた

とおり，自転車道，自転車専用通行帯及び車道混在の 3
形態があるが，自転車道については，まだ整備延長が短

く 10），条件の異なる箇所を設定することが難しい．そ

のため，自転車専用通行帯及び車道混在のいずれかで整

備された箇所を調査箇所とした． 
道路構造としては，横断面構成要素別の幅員に着目す

ることとし，平面線形や縦断勾配については，いずれも

直線，平坦部で統一する一方，幅員については，それぞ

れの箇所でできるだけ異なるように選定した．具体的に

は，自転車専用通行帯，車線（最も左側の車線），及び

歩道等の幅員について，箇所間で異なるよう選定した．

なお，幅員の正確な値については，現地計測により取得

した． 
交通状況については，歩行者及び自動車（全車，及び

大型車）の断面交通量や自動車の速度に着目することと

し，それぞれの箇所でできるだけ異なるように箇所を選

定した．ただし，交通量や速度を事前に入手できるのは

一部の区間（全国道路・街路交通情勢調査対象区間：地

点 A-1～A-5，B-3～B-4）にとどまるため，可能な限り，

幹線道路（都道府県道）と非幹線道路（市区町村道）の

それぞれが含まれるように選定することで対応した． 
なお，分析に用いるデータを確保することを目的に，

自転車の通行が見込める箇所として，沿道に住宅や店舗，

学校などの施設が多い箇所を選定した． 
以上を踏まえて選定した箇所を表-1 に示し，調査箇

所例を図-1～2 に示す．以下では，それぞれの地点ごと

に中央線を境に横断面を 2断面（北側と南側，もしくは

西側と東側と表記）に分割し，調査，分析を実施した． 
 

(2) 調査項目と調査方法 
自転車の種類や通行方法，及び歩行者や自動車の状況

について，現地調査により計測することとした．具体的

な調査項目を表-2に示す． 
調査方法は，ビデオカメラで記録した画像を読み取る

こととし，ビデオカメラは調査箇所の照明柱や歩道橋の

柵に設置した．撮影時間は平日の 7～19時として，その

中から，バス専用レーンやバス優先レーンの時間帯に該

当する時間を除外し，また，路上駐車が多い時間帯も可

能な限り除外して分析時間を設定した． 
その結果，地点A-1～A-5，B-1～B-2は 4時間以上，地

点 B-3～B-4は約 3時間が抽出された．なお，地点 A-1～
A-5，B-1～B-2 については，抽出された時間の中から自

転車の通行が多い 4時間に絞って分析を行った． 
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表-1 調査箇所の道路構造 

整備 
形態 地点 幹線/ 

非幹線 
車線 
数 

対象

断面 

自転車通行空間幅員 
車線幅員 注2） 歩道等の 

幅員 注3） 
排水施設等の 

幅員注4） 自転車専用 
通行帯幅員注1） 矢羽根の幅員 

自
転
車
専
用
通
行
帯 

A-1 幹線 2 
西側 1.50m － 3.25m 2.30m 0.50m 
東側 1.50m － 3.25m 2.30m 0.50m 

A-2 幹線 2 
西側 1.90m － 3.00m 2.40m 0.50m 
東側 1.90m － 3.00m 2.40m 0.50m 

A-3 幹線 2 
北側 1.10m － 3.00m 2.73m 0.50m 
南側 1.14m － 3.00m 2.90m 0.50m 

A-4 幹線 2 
西側 0.90m － 2.75m 2.80m 0.50m 
東側 0.90m － 2.75m 2.80m 0.50m 

A-5 幹線 2 
北側 0.93m － 2.90m 1.90m 0.50m 
南側 0.93m － 2.90m 1.90m 0.50m 

車
道
混
在 

(

矢
羽
根
設
置) 

B-1 非幹線 2 
西側 － 0.60m 2.40m 1.70m 0.50m 
東側 － 0.60m 2.40m 2.30m 0.50m 

B-2 非幹線 2 
北側 － 0.75m 3.75m 1.90m 0.50m 
南側 － 0.70m 3.70m 3.20m 0.50m 

B-3 幹線 6 
北側 － 0.75m 2.90m 2.10m 0.50m 
南側 － 0.75m 2.90m 2.40m 0.50m 

B-4 幹線 8 
西側 － 0.75m 3.20m 1.80m 0.50m 
東側 － 0.75m 2.50m 2.20m 0.50m 

注 1）着色部のみ 
注 2）最も左側の車線 
注 3）並木などを除いた，歩行者が実質的に通行可能な幅員（有効幅員） 
注 4）地点A-1～A-5：自転車専用通行帯の左側端から歩道等の端までの幅員，地点B-1～B-4：車道の左側端から歩道等の端までの幅員 

 

 

図-1 調査箇所例（地点 A-1：自転車専用通行帯） 

 

 

図-2 調査箇所例（地点 B-2：車道混在（矢羽根設置）） 

表-2 調査項目 
分類 調査項目 

自転車 

通過時刻 

通行位置 

(歩道等，自転車通行空間) 

進行方向 
(自動車と同方向を順方向，反対を逆方向) 

車種 
(軽快車，子乗せ自転車，ロードバイク，その他) 

歩行者 
断面交通量 ※5分単位で集計 
(歩道等) 

自動車 

通過時刻 ※最も左側の車線の車両のみ集計 

車種 ※最も左側の車線の車両のみ集計 
(大型車(大型貨物，バス)，小型車(大型車以外）) 

速度 ※最も左側の車線の車両のみ集計 
(調査断面ごとに設定した 2つの計測断面の通過時

間より算出) 

 
(3) 調査箇所の交通状況 
ビデオ調査により観測した自転車，歩行者，自動車の

交通状況を以下に示す． 
通行位置別進行方向別自転車交通量（図-3）では，全

ての地点において自転車通行空間の逆方向の走行はほと

んどみられなかった．また，地点 A-1，B-2，B-3 など，

西側 東側

車線幅員
自転車専用
通行帯幅員

歩道等の
幅員

排水施設
等の幅員

北側 南側

車線幅員

矢羽根の
幅員

排水施設
等の幅員 歩道等の幅員
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歩道等の通行が半数以上を占める地点も確認された． 
自転車の車種別交通量（図-4）については，軽快車，

子乗せ自転車，ロードバイク，その他（リヤカー付きや

三輪車など）の 4つに分類して集計した．その結果，多

くの地点では軽快車が最も多かったが，地点 B-4のみは

両側ともにロードバイクが半数以上を占めた． 
歩行者交通量（図-5）は，最も少ない地点でも 50人/h

程度観測され，分析対象時間帯は断続的に歩行者がいる

状況であった． 
自動車交通量（図-6）は，小型車と大型車の 2車種に

分類して集計した結果，車道混在の地点B-1～B-4では交

通量自体が少なく大型車も少ない結果となった．なお，

地点B-3～B-4は多車線の幹線であるが，可能な限り路上

駐車の多い時間を除外したものの，調査を行った地点の

前後区間において断続的に駐停車車両が存在し，第二車

線などを通行する自動車が多かったことが影響している

と考えられる． 
自動車速度（図-7）については，多くの地点で 30～

50km/h程度であったが，地点 B-3南側と地点 B-4西側は

30km/hを下回った．これについても，駐停車車両が存在

したことが影響していると考えられる． 
 

 
図-3 通行位置別進行方向別自転車交通量 

 

 
図-4 車種別自転車交通量 

 

 
図-5 歩行者交通量 

 
図-6 自動車交通量（最も左側の車線） 

 

 
図-7 自動車速度 

 
 

3. 分析方法 
 
調査で得られたデータを用いて，対象断面を通行する

自転車の交通量に対する，当該対象断面の自転車通行空

間を順方向で通行する自転車の交通量の割合（以下，

「自転車通行空間利用率」）を車種別に算出し，その結

果と道路構造及び交通状況との関係を分析した． 
分析にあたっては，まず，車種別に自転車通行空間利

用率の単純集計を行い，地点ごとの傾向を確認した（図

-8～10）．次に，自転車通行空間利用率（目的変数）と

道路構造あるいは交通状況（説明変数）の 2変数による

散布図を作成するとともに，最小二乗法を用いて単回帰

式を求め，これを散布図上に記入して傾向を確認した．

また，相関係数（R）を算出し，相関関係の強弱を確か

めるとともに，算出された相関係数について無相関の検

定を行い，算出された p値から相関係数の有意性の検定

も行った．散布図及び単回帰式，相関係数を図11～16，

19～24，26～34に示し，検定結果を表-3に示す． 
なお，自転車の車種のうち，その他については観測さ

れた台数が少なかったことから分析の対象から除外し，

軽快車，子乗せ自転車，ロードバイクの 3車種について

分析した． 
 
 

4. 分析結果 
 

(1) 自転車通行空間利用率と整備形態の関係 
地点ごとの自転車通行空間利用率を図-8～10に示す． 
まず，全ての車種，地点において，既往調査で指摘さ
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れていた“自転車通行空間が整備されていても，すべて

の自転車が自転車通行空間へ移行するには至らず，歩道

等を通行する傾向”が，改めて確認された． 
全体的には，地点 A-2や地点 B-1で自転車通行空間利

用率が高い傾向がみられるが，同じ整備形態においても

ばらつきが大きい．このことから，道路利用者が通行位

置を選択する際には，整備形態だけではなく，各地点の

道路構造や交通状況など，特有の状況が影響しているこ

とが示唆された． 
自転車の車種別には，各地点においてロードバイクは

自転車通行空間利用率が高い傾向が確認されたが，子乗

せ自転車は自転車通行空間利用率が低い傾向が確認され

た．このことから，比較的速達性を重視していると考え

られるロードバイクは，走行性を重視して自転車通行空

間を通行し，子乗せ自転車は安心感を重視して歩道等を

走行しているものと考えられる． 
地点別には，子乗せ自転車は，自転車専用通行帯では

地点 A-1 両側，A-5 両側で自転車通行空間利用率が低く，

この地点は歩行者交通量が少ないことから，歩道等を走

行しやすいことが影響していることが考えられる．一方，

車道混在では，地点B-2南側と地点B-3両側で低い結果 
 

 
図-8 整備形態別自転車通行空間利用率（軽快車） 

 

 
図-9 整備形態別自転車通行空間利用率（子乗せ自転車） 

 

 
図-10 整備形態別自転車通行空間利用率（ロードバイク） 

となった．地点 B-2南側については，歩道等が広く歩行

者交通量が少ないことが影響していることが考えられる．

地点 B-3両側については，歩行者交通量が多く，また歩

道等の幅員も他の地点と比較して広くないため，歩道等

を走行しやすいとはいえない．そのような状況で自転車

通行空間利用率が低かったことは，可能な限り路上駐車

の多い時間を除外したものの，断続的に駐停車車両が存

在したことが影響していると考えられる．ロードバイク

については，地点A-1西側，A-4西側，B-2北側で自転車

通行空間利用率が 60%を下回った．いずれの地点も歩行

者交通量が少なく，地点 A-1 西側，A-4 西側については

自動車交通量が比較的多いこと，地点 B-2北側では自動

車速度が比較的高いことが影響していると考えられる． 
 

(2) 自転車通行空間利用率と道路構造の関係 
道路構造のうち，排水施設等の幅員については全ての

地点で同じ幅員であったことから分析の対象から除外し，

自転車通行空間幅員と車線幅員，歩道等の幅員の 3つの

幅員と自転車通行空間利用率について分析を行った． 
a) 自転車通行空間幅員 
この項目については，影響があると考えられる自転車

専用通行帯に限って分析を行った（図-11～13）． 
分析の結果，無相関の検定は棄却されなかったものの，

両者に正の相関がみられ，幅員が広いほど自転車専用通

行帯を利用する傾向が確認された．すなわち，自転車専

用通行帯の幅員は一定以上を確保することが望ましいと

考えられる．また，この傾向は子乗せ自転車で顕著であ

り，安全性や安心感を重視していることが反映されたも

のと考えられる．一方，ロードバイクは，自転車専用通

行帯の幅員に関わらず，自転車通行空間利用率が比較的

高い傾向が見られた結果，相関はやや弱い結果となった． 
b) 車線幅員 
この項目については，影響があると考えられる車道混

在に限って分析を行った（図-14～16）． 
分析の結果，両者に負の相関がみられ，車線幅員が広

いほど自転車通行空間ではなく歩道等を利用する傾向が

確認された．この項目については，軽快車とロードバイ

クで無相関の検定が棄却され，相関関係が確認された． 
一般には，車線幅員が広いほど追い抜き時の自動車と

自転車の離隔が確保され，自転車通行空間を利用するも

のと思われるが，今回の調査では，車線幅員が狭いほど

自転車通行空間を利用する結果となった．この結果につ

いては，幅員が狭い場合は，自動車が自転車を追い越す

際に中央線を越える必要があることから，対向車がいる

場合には自転車に追従し，対向車がいない安全な場合に

追い越しが生じている（図-17）一方で，幅員が広い場

合は常に追い越しが可能な状況となり，さらに，追い越

しの瞬間には一つの車線に両者が併走する状況になる
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（図-18）ことから，自転車利用者が自動車の追い抜き

に抵抗を感じていることを示唆する結果となった． 
c) 歩道等の幅員 
自転車通行空間利用率と歩道等の幅員の関係（図-19

～21）は，自転車専用通行帯では，軽快車と子乗せ自転

車で正の相関，ロードバイクでは弱い負の相関がみられ，

車種によって傾向にばらつきがみられた．一方，車道混

在ではすべての車種で負の相関がみられ，歩道等の幅員

が広いほど自転車通行空間利用率が低下する結果となっ

た．ただし，すべての相関係数について無相関の検定は

棄却されなかった． 
 

 
図-11 自転車通行空間幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 

 

 
図-12 自転車通行空間幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-13 自転車通行空間幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 

 
図-14 車線幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 

 

 
図-15 車線幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-16 車線幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 

 

図-17 自転車と自動車の追従の様子 
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図-18 同一車線内での追い越しの様子 

 

 
図-19 歩道等の幅員と自転車通行空間利用率と関係 

（軽快車） 

 

 
図-20 歩道等の幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-21 歩道等の幅員と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 

(3) 自転車通行空間利用率と交通量の関係 
自動車交通量（全車），自動車交通量（大型車），歩

行者交通量の 3つの交通量と自転車通行空間利用率につ

いて分析を行った 
a) 自動車交通量（全車） 
自転車通行空間利用率と自動車交通量（全車）の関係

（図-22～24）では，自転車専用通行帯ではいずれの車

種も相関係数が低い結果となったが，車道混在について

は軽快車とロードバイクで負の相関がみられ，交通量が

多いほど自転車通行空間利用率が低下する結果となった． 
整備形態別に比較すると，同じ交通量の場合には，車

道混在よりも自転車専用通行帯が整備されている場合の

方が，自転車通行空間利用率が高い傾向であることが明

らかとなった．ただし，すべての相関係数について無相

関の検定は棄却されなかった． 
なお，各グラフとも，地点 A-3の 2点については，自

動車交通量が600～700台/hと，他の地点とは離れており，

また，他の地点の傾向と比較すると，自動車交通量が多

いにも関わらず自転車通行空間利用率が高い．その理由

について，この両地点のみ自転車専用通行帯の歩道等寄

りに白線（実線）が設置されており，自転車専用通行帯

の左側の空間が，排水施設等の幅員に白線の幅員が加わ

った幅員となり，他の地点よりも広かった（図-25）．

自転車専用通行帯自体は 1.5m を確保されていないもの

の，通行帯の左寄りを走行することで自動車との離隔が

十分に確保され，さらに，そのように通行しても左側の

側方余裕が大きかった可能性があり，圧迫感が小さかっ

たことで自動車交通量の影響が小さかったものと考えら

れる． 
b) 自動車交通量（大型車） 
自転車通行空間利用率と自動車交通量（大型車）の関

係（図-26～28）においても，全車の場合と同様に負の

相関が示唆された．こちらについても，すべての相関係

数について無相関の検定は棄却されなかった． 
c) 歩行者交通量 
歩行者交通量と自転車通行空間利用率の関係（図-29

～31）においては，車種や整備形態により傾向にばらつ

きがみられ，一定の傾向は確認されなかった．このこと

から，歩行者の状況を踏まえて，自転車通行空間の利用

を選択しているとはいえない結果となった．歩行者が多

いにも関わらず自転車通行空間利用率が上昇しないこと

は，車道側に課題があると考えられるが，歩行者の安全

性が確保されていないことにつながることから，今後，

その要因を明らかにしていく必要がある．なお，こちら

についても，すべての相関係数について無相関の検定は

棄却されなかった． 
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図-22 自動車交通量（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 

 

 
図-23 自動車交通量（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-24 自動車交通量（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 

 

図-25 調査箇所の様子（地点：A-3） 

 

 
図-26 自動車交通量（大型車）と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 

 

 
図-27 自動車交通量（大型車）と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-28 自動車交通量（大型車）と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 

 
図-29 歩行者交通量と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 
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図-30 歩行者交通量と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-31 歩行者交通量と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 
(4) 自転車通行空間利用率と自動車速度の関係 
自動車の速度と自転車通行空間利用率の関係（図-32

～34）においては，自転車の車種や整備形態により傾向

にばらつきがあり，全ての車種，整備形態で相関係数の

値が小さい値となった． 
また，すべての相関係数について無相関の検定は棄却

されなかった． 
 

 

図-32 自動車の速度（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（軽快車） 

 
図-33 自動車の速度（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（子乗せ自転車） 

 

 
図-34 自動車の速度（全車）と自転車通行空間利用率の関係 

（ロードバイク） 

 
 

5. 結論 
 
本研究は，自転車専用通行帯もしくは車道混在（矢羽

根設置）の形態で自転車通行空間が整備された箇所にお

いて，自転車通行位置の実態と通行位置の選択に影響す

る要因について分析を行った． 
その結果，今回の調査地点においては，自転車通行空

間の整備形態に関わらず自転車通行空間利用率のばらつ

きが大きいことが確認され，各箇所の道路構造や交通状

況など，特有の状況が影響していることが示唆された． 
一方，幅員が広いほど自転車専用通行帯を利用する傾向

があると考えられることや，同じ交通量の場合には，車

道混在よりも自転車専用通行帯が整備されている場合の

方が，自転車通行空間利用率が高い傾向があることが明

らかとなり，ガイドラインに示される整備形態の選定の

考え方や自転車通行空間の幅員の妥当性を示す結果も得

られた． 
ただし，本研究の分析は，限られた 9箇所の観測に基

づいて実施したものであり，サンプル数が少ないために，

統計的に有意な相関が見られたものはほとんどなかった．

今後は調査箇所を増やして，さらなるデータの蓄積を進

め，自転車通行空間を整備する際に参考となる情報を示

していきたい． 
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表-3 相関係数と無相関の検定結果 

分析項目 

軽快車 子乗せ自転車 ロードバイク 
自転車専用 
通行帯 

車道混在 
（矢羽根設置） 

自転車専用 
通行帯 

車道混在 
（矢羽根設置） 

自転車専用 
通行帯 

車道混在 
（矢羽根設置） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

相関 
係数 
（R） 

無相関 
の検定 
（p） 

道
路
構
造 

自転車通行 
空間幅員 0.4666 × 

(0.174) － － 0.6223 × 

(0.055) － － 0.3560 × 

(0.313) － － 

車線幅員 － － - 0.9274 ○ 

(0.001) － － - 0.5925 × 
(0.122) － － - 0.7325 ○ 

(0.039) 
歩道等の 
幅員 0.2072 × 

(0.566) - 0.4873 × 
(0.221) 0.2650 × 

(0.459) - 0.3743 × 

(0.361) - 0.1379 × 
(0.704) - 0.2482 × 

(0.553) 

交
通
状
況 

自動車交通量 
（全車） - 0.2172 × 

(0.547) - 0.5498 × 

(0.158) - 0.1494 × 

(0.680) - 0.2612 × 

(0.532) - 0.0097 × 

(0.979) - 0.6039 × 

(0.113) 
自動車交通量 
（大型車） - 0.3956 × 

(0.258) 
- 0.0710 × 

(0.867) 
- 0.2961 × 

(0.406) 
- 0.1931 × 

(0.647) 
- 0.2284 × 

(0.526) 
- 0.0739 × 

(0.862) 

歩行者交通量 0.1589 × 

(0.661) - 0.0921 × 

(0.828) 0.0958 × 

(0.792) - 0.3423 × 

(0.407) - 0.4014 × 

(0.250) - 0.1238 × 

(0.770) 
自動車の速度 
（全車） - 0.1276 × 

(0.725) - 0.0248 × 

(0.954) 0.0484 × 

(0.894) 0.1743 × 

(0.680) - 0.0268 × 

(0.941) - 0.2161 × 

(0.607) 
（凡例）無相関の検定 ○：棄却（相関関係がある），×：棄却されず（相関関係があるとはいえない） 
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